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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第93期中 第94期中 第95期中 第93期 第94期

会計期間

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成23年
　　９月30日

自　平成24年
　　４月１日
至　平成24年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成23年
　　３月31日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成24年
　　３月31日

売上高 (千円) 783,389 718,463 676,5841,588,7471,459,568

経常損失（△） (千円) △113,647△106,155△57,392△127,021△158,177

中間(当期)純損失 (△)(千円) △117,908△107,378△58,542 △88,128△277,931

中間包括利益
又は包括利益

(千円) △118,037△107,470△58,828 △88,443△277,574

純資産額 (千円) △713,308△791,292△1,020,259△683,776△961,396

総資産額 (千円) 1,586,6601,495,4881,289,9241,596,0641,353,623

１株当たり純資産額 (円) △179.44 △199.09 △256.74 △172.03 △241.89

１株当たり中間(当期)
純損失金額(△)

(円) △29.66 △27.02 △14.73 △22.17 △69.93

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益
金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) △45.0 △52.9 △79.1 △42.8 △71.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 45,779 △33,472 △24,439 80,742 △36,370

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 97 3,118 △5,482 △5,686 △4,499

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △56,727 △9,225 △8,896 △38,837 1,316

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 71,352 78,844 40,051 118,422 78,869

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用者
数〕

(名)
153

〔105〕

146

〔109〕

134

〔95〕

150

〔106〕

137

〔106〕

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

EDINET提出書類

深川製磁株式会社(E01132)

半期報告書

 2/64



(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第93期中 第94期中 第95期中 第93期 第94期

会計期間

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成23年
　　９月30日

自　平成24年
　　４月１日
至　平成24年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成23年
　　３月31日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成24年
　　３月31日

売上高 (千円) 724,025 661,127 626,7481,486,6601,365,041

経常損失（△） (千円) △102,071△110,210△55,620△116,120△160,547

中間(当期)純損失 (△)(千円) △117,407△111,367△56,704 △82,017△280,169

資本金 (千円) 203,500 203,500 203,500 203,500 203,500

発行済株式総数 (株) 4,100,0004,100,0004,100,0004,100,0004,100,000

純資産額 (千円) △700,600△776,962△1,002,340△665,457△945,315

総資産額 (千円) 1,509,9311,434,9711,237,5011,545,1151,298,796

１株当たり純資産額 (円) △171.35 △190.06 △245.22 △162.77 △231.24

１株当たり中間(当期)
純損失金額(△)

(円) △28.71 △27.24 △13.87 △20.06 △68.53

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益
金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) △46.4 △54.1 △81.0 △43.1 △72.8

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用者
数〕

(名)
147
〔94〕

140
〔98〕

130
〔85〕

144
〔95〕

133
〔95〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容

に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成24年９月30日現在

区分 従業員数(名)

全社（共通） 134〔95〕

合計 134〔95〕

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔　〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーを含んでおります。

　　 ３　当社グループは、単一事業分野において事業を行っており、単一セグメントで組織されているため従業員数は全社共通

としております。

 

(2) 提出会社の状況

平成24年９月30日現在

従業員数(名) 130〔85〕

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔　〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーを含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、復興需要を背景とした回復基調への期待が膨らんだものの、長

期化する欧米の信用不安や円相場の高止まり、世界経済の減速懸念など、先行き不透明な状況が依然として継続

しております。

このような厳しい経営環境の中、生産面においては、コスト削減に努め、製造総費用は前年同期に比べ減少い

たしました。販売面においては、百貨店での売上が大きく落ち込みましたが、直営店・骨壷事業は堅調に推移い

たしました。

損益面においては、売上高は６億７千６百万円（前年同期比 5.8％減）となり、販売費及び一般管理費の削減

にも努めましたが、営業損失は３千９百万円（前年同期は営業損失８千６百万円）、経常損失は５千７百万円

（前年同期は経常損失１億６百万円）、中間純損失は５千８百万円（前年同期は中間純損失１億７百万円）と

なりました。

 

（注）当社グループは、陶磁器の製造、販売を主な業務とする陶磁器事業を営んでおり、単一セグメントで組

織されております。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、当連結会計年度期首に比べ３

千８百万円(△49.2％) 減少し、４千万円となりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動による資金の減少は２千４百万円（前年同期は３千３百万円の減少）

となりました。これは主として、税金等調整前中間純損失５千７百万円や退職給付引当金の減少額１千２百万円

等によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は５百万円（前年同期は３百万円の増加）となりま

した。これは主として、有形固定資産の取得による支出６百万円等によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は８百万円（前年同期は９百万円の減少）となりま

した。これは主として、長期借入金の返済による支出８百万円等によるものであります。

 

EDINET提出書類

深川製磁株式会社(E01132)

半期報告書

 5/64



２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間連結会計期間における生産実績を示すと、次のとおりであります。
 

生産高(千円) 前年同期比（％）

293,252 91.0

(注)　生産金額は製造原価を基準としております。

 

(2) 仕入実績

当中間連結会計期間における仕入実績を示すと、次のとおりであります。
 

仕入高(千円) 前年同期比（％）

7,732 62.6

(注)　他社品、喫茶及び雑貨等の仕入に係るものであります。

 

(3) 受注実績

当中間連結会計期間における受注実績は、次のとおりであります。
 

受注高(千円) 前年同期比（％） 受注残高(千円) 前年同期比（％）

20,472 46.2 1,000 30.8

 

(4) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を示すと、次のとおりであります。
 

販売高(千円) 前年同期比（％）

676,584 94.2

(注) １　他社品、喫茶及び雑貨等の販売に係るものを含んでおります。

　　 ２　総販売実績に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、平成20年３月31日付で取引金融機関と「経営改善計画書」に関しての「協定書」を締結して

おります。当該協定書の中で借入金の一部については13年間（返済期限平成33年）の返済猶予の承諾を得ており

ます。「経営改善計画書」は当社グループの事業再建を果すべく、販売状況に即応した生産体制の構築等による

在庫の削減、人件費を含めた経費の削減を行う一方で、新製品開発によるブランド強化、高付加価値製品への販売

シフト等により安定した売上確保を図り、継続的に資金を確保することに重点を置いております。当社グループ

は、「経営改善計画書」を確実に実行し、債務超過を解消することを最も優先すべき課題として取り組んでおり

ます。

なお、当該「経営改善計画書」については、平成22年９月28日付及び平成23年12月22日付で数値の変更、見直し

を行っており、資金繰りに対する当社グループへの協力は、主力取引金融機関より内諾を得ております。

　

４ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 事業のリスク

　　 半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ

りません。

   (2) 提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況そ

の他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

　当社グループは、継続的に営業損失を計上し、当中間連結会計期間末において10億２千万円の債務超過の状況

となっております。債務超過の解消については、「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」に記載のとおり、「経

営改善計画書」に関しての「協定書」を締結しております。

　しかしながら、本協定期間中、「経営改善計画書」における営業利益の80％の水準に２年連続して未到達の場

合には、本協定が失効する可能性があり、当社グループの財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループは、創業以来陶磁器の「自主技術の開発」を基本理念として、有田焼の伝統工芸技術を応用した新

有田焼を開発するため、材料開発から製品開発、生産技術開発まで取り組んでおります。当中間連結会計期間の研

究開発費は１千２百万円であります。

なお、当社グループの研究開発体制及びその概要は、伝統工芸品の開発を目的とした「芸術室」、ユーザー・

ニーズの入手及びデザインの開発を目的とした「デザイン開発部」及び新しい製造技術の開発や歩留まりの向上

をめざす「有田工場技術部門」であります。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

１ 提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・検討内容

　(1) 重要な会計方針及び見積り　

当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づき作成されております。この中間連結財務諸表の作成にあたっては、会計基準に従い見積りを行ってい

る部分があり、資産・負債及び収益・費用の数値に反映しております。これらの見積りについては、「第

５ 経理の状況　１ 中間連結財務諸表等　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に基づ

いて継続的に適用しておりますが、見積りには不確実性が伴うため実際の結果とは異なる場合がありま

す。

(2) 経営成績の分析

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、復興需要を背景とした回復基調への期待が膨らんだも

のの、長期化する欧米の信用不安や円相場の高止まり、世界経済の減速懸念など、先行き不透明な状況が

依然として継続しております。

陶磁器業界においては、業務用は回復の兆しが見られるものの、装飾用や高額品は引き続き厳しい状況

で推移しております。

このような状況の下、当社グループの業績は、売上高は６億７千６百万円（前年同期比 5.8％減）とな

り、販売費及び一般管理費の削減にも努めましたが、営業損失は３千９百万円（前年同期は営業損失８千

６百万円）、経常損失は５千７百万円（前年同期は経常損失１億６百万円）、中間純損失は５千８百万円

（前年同期は中間純損失１億７百万円）となりました。

(3) 財政状態の分析

（流動資産）

　　当中間連結会計期間末における流動資産は、７億９千７百万円（前連結会計年度は流動資産８億４千６

百万円）となりました。これは主として、現金及び預金の減少３千８百万円や受取手形及び売掛金の減少

６百万円によるものであります。

（固定資産）

　当中間連結会計期間末における固定資産は、４億９千２百万円（前連結会計年度は固定資産５億７百万

円）となりました。これは主として、有形固定資産の減少１千３百万円によるものであります。

（流動負債）

　　当中間連結会計期間末における流動負債は、13億４千３百万円（前連結会計年度は流動負債13億２千２

百万円）となりました。これは主として、営業外支払手形の増加１千２百万円によるものであります。

（固定負債）

　当中間連結会計期間末における固定負債は、９億６千６百万円（前連結会計年度は固定負債９億９千２百

万円）となりました。これは主として、リース債務の減少５百万円や退職給付引当金の減少１千２百万円
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によるものであります。

（純資産）

　　当中間連結会計期間末における純資産は、△10億２千万円（前連結会計年度は純資産△９億６千１百万

円）となりました。これは主として、中間純損失５千８百万円によるものであります。

  　　（4）キャッシュ・フローの状況の分析

　　当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、「第２ 事業の状況　１ 業績等の概要 (2) 

キャッシュ・フローの状況」及び「第５ 経理の状況　１ 中間連結財務諸表等 (１) 中間連結財務諸表　

④中間連結キャッシュ・フロー計算書」に記載のとおりであります。

 

２ 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善す

るための対応策

　   当社グループは、陶磁器業界の構造的な需要低迷から長期間に亘っての売上高の減少による継続的な営業

損失の発生や滞留在庫を圧縮したこと等により、当中間連結会計期間末において10億２千万円の債務超過と

なっております。

　　 このような重要事象等を解消又は改善するために次の対応策を講じております。

(1) 全社的な情報の共有による計数管理体制の強化

(2) 生産効率の向上のため生産工程の見直しや報奨金制度の導入及び販売状況に即応した生産体制の構築

(3) 滞留在庫を積極的に販売するため、百貨店や直営店に工芸蔵コーナーの設置及び百貨店売場における売

上高連勝運動の展開等販売体制の見直し

(4) 在庫削減の推進、新製品の開発によるブランド強化及び高付加価値製品への販売シフト

(5) 経費の見直しや人件費の削減

(6) ミラノ関連製品、骨壷等付加価値の高い新ジャンルの製品による販路の拡大

　　なお、資金面については、「第２　事業の状況　３　対処すべき課題　４　事業等のリスク」をご参照下さい。

 

上記「第２　事業の状況」に掲げる金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前連結会計年度末において、計画中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会計期間におい

て、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,000,000

計 14,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年12月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,100,000 4,100,000 ─
単元株式数は1,000株であり
ます。

計 4,100,000 4,100,000 ─ ─

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年９月30日 ― 4,100,000 ― 203,500 ― 42,098

 

(6) 【大株主の状況】

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

深　川　 一　太 東京都杉並区 531 12.95

山　崎　　　登 千葉県浦安市 360 8.78

株式会社佐賀銀行 佐賀県佐賀市唐人２丁目７番20号 200 4.87

三和実業株式会社 東京都渋谷区松濤１丁目11番12号 197 4.80

株式会社石井除虫菊工業所 和歌山県有田市野６４１番地 161 3.92

戸　栗　　　修 東京都渋谷区 128 3.12

深　川　 惠 以 子 東京都杉並区 126 3.07

深川製磁従業員持株会
佐賀県西松浦郡有田町原明
乙１１１番地

122 2.98

深川製磁販売株式会社
佐賀県西松浦郡有田町幸平
１丁目１番８号

113 2.76

深　川　　　治 神戸市北区 110 2.68

計 ― 2,049 49.97

(注)　上記のほか、株式会社証券保管振替機構名義の株式が116千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.84％）あり

ます。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 

12,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,043,000
4,043 ―

単元未満株式
普通株式

45,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 4,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 4,043 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が116,000株(議決権116個)含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式541株及び株式会社証券保管振替機構名義の株式が680株含

まれております。

 

② 【自己株式等】

平成24年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
深川製磁株式会社

佐賀県西松浦郡有田町
原明乙111番地

12,000 ― 12,000 0.2

計 ― 12,000 ― 12,000 0.2

 

２ 【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省

令第24号)に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(平成24年４月１日から平成24年

９月30日まで)及び中間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財

務諸表について、乗田公認会計士事務所（公認会計士 乗田 泰）及び古賀公認会計士事務所（公認会計士 古賀 

利洋）による中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 78,869 40,051

受取手形及び売掛金 144,928 138,853

商品及び製品 553,377 548,341

仕掛品 38,702 41,925

原材料及び貯蔵品 27,313 26,777

その他 8,780 6,651

貸倒引当金 △5,437 △4,737

流動資産合計 846,534 797,863

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 991,840

※1
 991,840

減価償却累計額 △773,774 △782,754

建物及び構築物（純額） 218,066 209,085

機械装置及び運搬具 ※1
 127,739

※1
 128,770

減価償却累計額 △125,155 △125,800

機械装置及び運搬具（純額） 2,583 2,970

工具、器具及び備品 ※1
 132,621

※1
 132,621

減価償却累計額 △121,058 △121,434

工具、器具及び備品（純額） 11,562 11,187

土地 ※1
 201,946

※1
 201,946

リース資産 50,256 50,256

減価償却累計額 △9,125 △14,151

リース資産（純額） 41,130 36,104

有形固定資産合計 475,289 461,294

無形固定資産

その他 1,135 927

無形固定資産合計 1,135 927

投資その他の資産

投資有価証券 2,814 2,662

その他 32,821 32,165

貸倒引当金 △4,971 △4,988

投資その他の資産合計 30,663 29,839

固定資産合計 507,089 492,061

資産合計 1,353,623 1,289,924
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 92,398 82,182

短期借入金 ※1
 539,707

※1
 539,407

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 504,587

※1
 502,668

リース債務 10,553 10,553

未払法人税等 3,998 3,070

賞与引当金 10,000 8,000

営業外支払手形 ※3
 40,539

※3
 52,927

その他 120,600 145,113

流動負債合計 1,322,385 1,343,922

固定負債

長期借入金 ※1
 714,226

※1
 707,585

リース債務 32,632 27,356

退職給付引当金 238,791 225,865

その他 6,983 5,455

固定負債合計 992,633 966,262

負債合計 2,315,019 2,310,184

純資産の部

株主資本

資本金 203,500 203,500

資本剰余金 42,098 42,098

利益剰余金 △1,178,849 △1,237,392

自己株式 △27,832 △27,867

株主資本合計 △961,084 △1,019,661

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △312 △597

その他の包括利益累計額合計 △312 △597

純資産合計 △961,396 △1,020,259

負債純資産合計 1,353,623 1,289,924
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】
【中間連結損益計算書】

(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 718,463 676,584

売上原価 365,411 322,181

売上総利益 353,052 354,403

販売費及び一般管理費 ※1
 439,908

※1
 394,213

営業損失（△） △86,855 △39,809

営業外収益

受取利息 18 5

受取配当金 25 52

受取家賃 1,714 1,311

保険事務手数料 353 313

受取保険金 － 909

貸倒引当金戻入額 189 683

その他 679 685

営業外収益合計 2,981 3,960

営業外費用

支払利息 20,547 20,087

その他 1,733 1,456

営業外費用合計 22,281 21,544

経常損失（△） △106,155 △57,392

税金等調整前中間純損失（△） △106,155 △57,392

法人税、住民税及び事業税 1,223 1,149

少数株主損益調整前中間純損失（△） △107,378 △58,542

中間純損失（△） △107,378 △58,542
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【中間連結包括利益計算書】
(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前中間純損失（△） △107,378 △58,542

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △91 △285

その他の包括利益合計 △91 △285

中間包括利益 △107,470 △58,828

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △107,470 △58,828

少数株主に係る中間包括利益 － －
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 203,500 203,500

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 203,500 203,500

資本剰余金

当期首残高 42,098 42,098

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 42,098 42,098

利益剰余金

当期首残高 △900,918 △1,178,849

当中間期変動額

中間純損失（△） △107,378 △58,542

当中間期変動額合計 △107,378 △58,542

当中間期末残高 △1,008,296 △1,237,392

自己株式

当期首残高 △27,787 △27,832

当中間期変動額

自己株式の取得 △45 △35

当中間期変動額合計 △45 △35

当中間期末残高 △27,832 △27,867

株主資本合計

当期首残高 △683,107 △961,084

当中間期変動額

中間純損失（△） △107,378 △58,542

自己株式の取得 △45 △35

当中間期変動額合計 △107,423 △58,577

当中間期末残高 △790,531 △1,019,661
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △669 △312

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△91 △285

当中間期変動額合計 △91 △285

当中間期末残高 △760 △597

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △669 △312

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△91 △285

当中間期変動額合計 △91 △285

当中間期末残高 △760 △597

純資産合計

当期首残高 △683,776 △961,396

当中間期変動額

中間純損失（△） △107,378 △58,542

自己株式の取得 △45 △35

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△91 △285

当中間期変動額合計 △107,515 △58,863

当中間期末残高 △791,292 △1,020,259
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △106,155 △57,392

減価償却費 17,476 15,331

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,165 △12,925

貸倒引当金の増減額（△は減少） △189 △683

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,430 △2,000

受取利息及び受取配当金 △44 △57

支払利息 20,547 20,087

売上債権の増減額（△は増加） 31,729 6,074

たな卸資産の増減額（△は増加） 16,980 2,349

破産更生債権等の増減額（△は増加） △883 －

仕入債務の増減額（△は減少） △5,753 △10,215

その他 20,049 38,164

小計 △10,839 △1,267

利息及び配当金の受取額 44 57

利息の支払額 △20,231 △20,784

法人税等の支払額 △2,446 △2,446

営業活動によるキャッシュ・フロー △33,472 △24,439

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,000 －

定期預金の払戻による収入 10,500 －

有形固定資産の取得による支出 △2,526 △6,056

投資有価証券の取得による支出 △127 △133

貸付けによる支出 △230 △10

貸付金の回収による収入 180 160

その他 △3,677 558

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,118 △5,482

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △25,900 △300

長期借入れによる収入 25,000 －

長期借入金の返済による支出 △8,280 △8,561

自己株式の取得による支出 △45 △35

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,225 △8,896

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △39,578 △38,818

現金及び現金同等物の期首残高 118,422 78,869

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 78,844

※1
 40,051
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【継続企業の前提に関する事項】

当中間連結会計期間（自 平成24年４月１日　至 平成24年９月30日）

　当社グループは、当中間連結会計期間においても、前連結会計年度に引き続き、債務超過になっており、その額は、1,020,259千

円であります。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

中間連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、財務体質の抜本的改善と収益力の向上を図るため、平成20

年２月15日に「経営改善計画書」を取引金融機関に提示することにより金融支援要請を行い、主力取引金融機関と協議を重ね

た結果、関係各行すべての同意を得て、平成20年３月31日付にて「経営改善計画書」に関しての「協定書」を締結いたしまし

た。

「経営改善計画書」は当社の事業再建を果たすべく、販売状況に即応した生産体制の構築等による在庫の削減、人件費を含

めた経費の削減を行う一方で、新製品開発によるブランド強化、高付加価値製品への販売シフト等により安定した売上確保を

図り、継続的に資金を確保することに重点を置いております。

資金面については、「協定書」に基づき、主力取引金融機関からの借入金の一部について平成33年までの返済猶予の承諾を

得ております。しかしながら、本協定期間中、「経営改善計画書」における営業利益の80％の水準に２年連続して未到達の場合

には、本協定が失効する可能性があります。

なお、当該「経営改善計画書」については、平成22年９月28日付及び平成23年12月22日付で数値の変更・見直しを行ってお

り、資金繰りに対する当社グループへの協力は主力取引金融機関より内諾を得ております。

中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、上記のような重要な不確実性の影響を中間連結財務諸表には反映

しておりません。　　　
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　１社

深川製磁販売株式会社

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社

　  有限会社こむ

 　(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、中間純損益、利益剰余金等はいずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためであります。

 

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称

有限会社こむ

同社は、中間純損益及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体として重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３　連結子会社の中間決算日等に関する事項

深川製磁販売株式会社の中間決算日は、７月31日であります。中間連結財務諸表の作成に当たっては同日

現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

 

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　  ①　有価証券

　　    その他有価証券

　　　時価のあるもの

中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、総平均法により算定)

時価のないもの

総平均法による原価法

 

②　たな卸資産

　　    通常の販売目的で保有するたな卸資産  

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

ａ  商品・貯蔵品

最終仕入原価法

ｂ  製品・半製品・仕掛品

売価還元法

ｃ  原材料

月次移動平均法

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産(リース資産を除く)

建物及びチャイナ・オン・ザ・パークの減価償却資産

定額法によっております。

その他

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　 9～39年

構築物　10～50年

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固

定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
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　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

　　②　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(5年)によっております。

 

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
 

(3) 重要な引当金の計上基準

　 ①　貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
 
②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき中間連結会計期間に見合う分を計上
しております。

　 
③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

 

(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 

(5) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

なお、「仮払消費税等」及び「仮受消費税等」は相殺し、流動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。
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【表示方法の変更】

(中間連結損益計算書)

貸倒引当金戻入額

営業外収益の「その他」に含めて表示していた「貸倒引当金戻入額」は、営業外収益の総額の100分の10を超え

たため、区分掲記することといたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間の中間連

結財務諸表の組み換えを行っております。

この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、営業外収益の「その他」に表示していた869千円

は、「貸倒引当金戻入額」189千円、「その他」679千円として組み換えております。
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

※１　担保に供している資産及びそれに対応する債務

＜担保資産＞

 

 
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

建物 177,829千円 170,906千円

構築物 7,210 〃 6,649 〃

機械及び装置 2,374 〃 2,628 〃

工具、器具及び備品 828 〃 615 〃

土地 201,946 〃 201,946 〃

合計 390,190千円 382,747千円

 

上記のうち、工場財団設定分

 

 
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

建物 113,522千円 108,637千円

構築物 7,060 〃 6,504 〃

機械及び装置 2,374 〃 2,628 〃

工具、器具及び備品 828 〃 615 〃

土地 94,784 〃 94,784 〃

合計 218,571千円 213,171千円

 

＜担保付債務＞

短期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)及び長期借入金

 

 
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

短期借入金（１年内返済予定の長
期借入金を含む）及び長期借入金

1,708,251千円 1,698,493千円

 

２　受取手形割引高

 

 
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

 6,873千円 3,571千円

 

※３　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形が中間連

結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

割引手形 275千円 100千円

営業外支払手形 9,340 〃 3,353 〃
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(中間連結損益計算書関係) 

　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
 

 
前中間連結会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

従業員給料手当 189,796千円 165,471千円

福利厚生費 57,305 〃 49,505 〃

賞与引当金繰入額 8,770 〃 8,000 〃
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１　発行済株式に関する事項　　

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株) 4,100,000 ― ― 4,100,000

 

２　自己株式に関する事項　　

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株) 125,241 300 ― 125,541

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加300株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

３　新株予約権等に関する事項　

　　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項　

　　該当事項はありません。
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当中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１　発行済株式に関する事項　　

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株) 4,100,000 ― ― 4,100,000

 

２　自己株式に関する事項　　

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株) 125,541 500 ― 126,041

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加500株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

３　新株予約権等に関する事項　

　　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項　

　　該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 

 
前中間連結会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金勘定 81,044千円 40,051千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預
金

△2,200 〃 ― 〃

現金及び現金同等物 78,844千円 40,051千円
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(リース取引関係)

１　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

前連結会計年度(平成24年３月31日)

 

 有形固定資産
（工具、器具及び備品）

無形固定資産
（ソフトウエア）

合計

取得価額相当額 1,493千円 25,566千円 27,060千円

減価償却累計額相当額 1,493〃 25,566〃 27,060〃

期末残高相当額 ― 千円 ― 千円 ― 千円

 

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

 

当中間連結会計期間(平成24年９月30日)

　該当事項はありません。

 

(2)支払リース料、減価償却費相当額

 

 前中間連結会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

支払リース料 3,396千円 ― 千円

減価償却費相当額 3,396〃 ― 〃

 

 

 (3) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　 減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　 利息相当額の算定方法

　　 ・支払利子込み法により算定しております。
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２　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

 前連結会計年度(平成24年３月31日)及び当中間連結会計期間(平成24年９月30日)

　① リース資産の内容

・車両運搬具、器具及び備品等であります。

　   ② リース資産の減価償却の方法

　    ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

３　オペレーティング・リース取引

　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

１年以内 472千円 118千円

１年超 ― 〃 ― 〃

合計 472千円 118千円

 

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。
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 (金融商品関係)

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　  平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　  なお、金額の重要性の乏しいものについては、記載を省略しております。

（単位：千円）

 
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

（１）現金及び預金 78,869 78,869 ―

（２）受取手形及び売掛金 144,928 144,928　　　　　　　　　　―

資産計 223,797 223,797 ―

（１）支払手形及び買掛金 92,398 92,398　　　　　　　　　　―

（２）短期借入金 539,707 539,707 ―

負債計 632,105 632,105　　　　　　　　　　―

 

（注 １）　金融商品の時価の算定方法

資　産

（１）　現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

負　債

（１）　支払手形及び買掛金、並びに（２）短期借入金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（注 ２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

長期借入金  

 （１年内返済予定の長期借入金を含む） 1,218,814

上記については、主力金融機関からその一部について平成33年までの返済猶予の承諾を得ており、返済猶予額を除いた

大部分がプロラタ返済の対象となっておりますが、その返済額は業績により変動し、時価を合理的に算定できないため、時

価開示の対象とはしておりません。
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当中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

　  平成24年９月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、金額の重要性の乏しいものについては、記載を省略しております。

（単位：千円）

 
中間連結貸借対照表

計上額
時価 差額

（１）現金及び預金 40,051 40,051 ―

（２）受取手形及び売掛金 138,853 138,853　　　　　　　　　　―

資産計 178,904 178,904 ―

（１）支払手形及び買掛金 82,182 82,182　　　　　　　　　　―

（２）短期借入金 539,407 539,407 ―

（３）営業外支払手形 52,927 52,927 ―

負債計 674,516 674,516　　　　　　　　　　―

 

（注 １）　金融商品の時価の算定方法

資　産

（１）　現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

負　債

（１）　支払手形及び買掛金、（２）短期借入金、並びに（３）営業外支払手形

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（注 ２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 中間連結貸借対照表計上額

長期借入金  

 （１年内返済予定の長期借入金を含む） 1,210,253

上記については、主力金融機関からその一部について平成33年までの返済猶予の承諾を得ており、返済猶予額を除いた

大部分がプロラタ返済の対象となっておりますが、その返済額は業績により変動し、時価を合理的に算定できないため、時

価開示の対象とはしておりません。
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（有価証券関係)

前連結会計年度

　その他有価証券(平成24年３月31日)

　　金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間

　その他有価証券(平成24年９月30日)

　　金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

 

 (デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(平成24年３月31日)

　当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間(平成24年９月30日)

　当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため該当事項はありません。

 

 

(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　該当事項はありません。

 

 

(資産除去債務関係)

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

資産除去債務の総額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日）

資産除去債務の総額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

賃貸等不動産の総額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日）

賃貸等不動産の総額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

　当社グループは、陶磁器の製造、販売を主な業務とする陶磁器事業を営んでおり、単一セグメントで組織され

ているため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　当社グループは、陶磁器の製造、販売を主な業務とする陶磁器事業を営んでおり、単一セグメントで組織され

ているため、セグメント情報の記載を省略しております。
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【関連情報】

前中間連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

１　製品及びサービスごとの情報

陶磁器事業の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

 

２　地域ごとの情報

　（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。

 

当中間連結会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

１　製品及びサービスごとの情報

陶磁器事業の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

 

２　地域ごとの情報

　（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

　　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

　　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

　　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　　該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

深川製磁株式会社(E01132)

半期報告書

39/64



 (１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

項目
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

（１）１株当たり純資産額 △241円89銭 △256円74銭

（算定上の基礎）   

　　純資産の部の合計額　　　　　　　　　　  (千円) △961,396 △1,020,259

　　純資産の部の合計額から控除する金額　　  (千円) ― ―

　　普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額  (千円) △961,396 △1,020,259

　　普通株式の発行済株式数                   (株) 4,100,000 4,100,000

　　普通株式の自己株式数　　　　　　　　　　 (株) 125,541 126,041

　　１株当たり純資産額の算定に用いられた

　　中間期末(期末)の普通株式の数　　　　　   (株)
3,974,459 3,973,959

 

項目
前中間連結会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

（２）１株当たり中間純損失金額 27円02銭 14円73銭

（算定上の基礎）   

中間純損失金額                    　　  (千円) 107,378 58,542

普通株主に帰属しない金額                (千円) － －

普通株式に係る中間純損失金額            (千円) 107,378 58,542

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　 (株) 3,974,501 3,974,316

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

 

 

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 73,038 38,017

受取手形 1,728 2,131

売掛金 123,360 115,447

商品 22,498 20,781

製品 281,475 274,604

半製品 214,904 219,952

原材料 26,755 26,234

仕掛品 38,702 41,925

貯蔵品 558 543

前払費用 5,565 4,260

その他 2,296 1,243

貸倒引当金 △5,200 △4,500

流動資産合計 785,683 740,641

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 795,327

※1
 795,327

減価償却累計額 △617,497 △624,421

建物（純額） 177,829 170,906

構築物 ※1
 107,231

※1
 107,231

減価償却累計額 △99,289 △99,919

構築物（純額） 7,942 7,311

機械及び装置 ※1
 126,373

※1
 127,013

減価償却累計額 △123,998 △124,384

機械及び装置（純額） 2,374 2,628

車両運搬具 1,366 1,366

減価償却累計額 △1,157 △1,230

車両運搬具（純額） 208 136

工具、器具及び備品 ※1
 119,100

※1
 119,100

減価償却累計額 △108,250 △108,551

工具、器具及び備品（純額） 10,850 10,549

土地 ※1
 201,946

※1
 201,946

リース資産 46,080 46,080

減価償却累計額 △8,290 △12,898

リース資産（純額） 37,789 33,181

有形固定資産合計 438,942 426,660

無形固定資産

電話加入権 43 43

ソフトウエア 479 328

無形固定資産合計 522 371
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

投資その他の資産

投資有価証券 2,658 2,506

出資金 3,589 3,589

破産更生債権等 ※2
 169,869

※2
 166,987

敷金及び保証金 23,132 22,442

その他 568 602

貸倒引当金 △126,170 △126,300

投資その他の資産合計 73,648 69,828

固定資産合計 513,113 496,860

資産合計 1,298,796 1,237,501

負債の部

流動負債

支払手形 58,598 53,118

買掛金 29,790 26,267

短期借入金 ※1
 529,707

※1
 523,407

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 490,358

※1
 491,151

リース債務 9,676 9,676

未払金 35,923 59,012

未払費用 61,522 57,827

未払法人税等 3,867 3,004

未払消費税等 3,920 8,668

前受金 466 541

預り金 9,179 9,187

賞与引当金 10,000 8,000

営業外支払手形 ※5
 40,539

※5
 52,927

流動負債合計 1,283,551 1,302,791

固定負債

長期借入金 ※1
 693,086

※1
 687,535

リース債務 30,002 25,163

退職給付引当金 236,731 223,757

その他 741 595

固定負債合計 960,560 937,051

負債合計 2,244,112 2,239,842
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 203,500 203,500

資本剰余金

資本準備金 42,098 42,098

資本剰余金合計 42,098 42,098

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,189,586 △1,246,290

利益剰余金合計 △1,189,586 △1,246,290

自己株式 △1,015 △1,050

株主資本合計 △945,003 △1,001,742

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △312 △597

評価・換算差額等合計 △312 △597

純資産合計 △945,315 △1,002,340

負債純資産合計 1,298,796 1,237,501
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 661,127 626,748

売上原価 356,245 308,166

売上総利益 304,881 318,582

販売費及び一般管理費 401,982 358,975

営業損失（△） △97,101 △40,392

営業外収益 ※1
 8,246

※1
 5,542

営業外費用 ※2
 21,355

※2
 20,769

経常損失（△） △110,210 △55,620

税引前中間純損失（△） △110,210 △55,620

法人税、住民税及び事業税 1,157 1,084

中間純損失（△） △111,367 △56,704
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 203,500 203,500

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 203,500 203,500

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 42,098 42,098

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 42,098 42,098

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △909,416 △1,189,586

当中間期変動額

中間純損失（△） △111,367 △56,704

当中間期変動額合計 △111,367 △56,704

当中間期末残高 △1,020,784 △1,246,290

自己株式

当期首残高 △970 △1,015

当中間期変動額

自己株式の取得 △45 △35

当中間期変動額合計 △45 △35

当中間期末残高 △1,015 △1,050

株主資本合計

当期首残高 △664,788 △945,003

当中間期変動額

中間純損失（△） △111,367 △56,704

自己株式の取得 △45 △35

当中間期変動額合計 △111,412 △56,739

当中間期末残高 △776,201 △1,001,742
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △669 △312

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△91 △285

当中間期変動額合計 △91 △285

当中間期末残高 △760 △597

評価・換算差額等合計

当期首残高 △669 △312

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△91 △285

当中間期変動額合計 △91 △285

当中間期末残高 △760 △597

純資産合計

当期首残高 △665,457 △945,315

当中間期変動額

中間純損失（△） △111,367 △56,704

自己株式の取得 △45 △35

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△91 △285

当中間期変動額合計 △111,504 △57,025

当中間期末残高 △776,962 △1,002,340
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【継続企業の前提に関する事項】

当中間会計期間（自 平成24年４月１日　至 平成24年９月30日）

　当社は、当中間会計期間においても、前事業年度に引き続き、債務超過になっており、その額は、1,002,340千円であります。当

該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

中間財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、財務体質の抜本的改善と収益力の向上を図るため、平成20年２

月15日に「経営改善計画書」を取引金融機関に提示することにより金融支援要請を行い、主力取引金融機関と協議を重ねた結

果、関係各行すべての同意を得て、平成20年３月31日付にて「経営改善計画書」に関しての「協定書」を締結いたしました。

「経営改善計画書」は当社の事業再建を果たすべく、販売状況に即応した生産体制の構築等による在庫の削減、人件費を含

めた経費の削減を行う一方で、新製品開発によるブランド強化、高付加価値製品への販売シフト等により安定した売上確保を

図り、継続的に資金を確保することに重点を置いております。

資金面については、「協定書」に基づき、主力取引金融機関からの借入金の一部について平成33年までの返済猶予の承諾を

得ております。しかしながら、本協定期間中、「経営改善計画書」における営業利益の80％の水準に２年連続して未到達の場合

には、本協定が失効する可能性があります。

なお、当該「経営改善計画書」については、平成22年９月28日付及び平成23年12月22日付で数値の変更・見直しを行ってお

り、資金繰りに対する当社への協力は主力取引金融機関より内諾を得ております。

中間財務諸表は継続企業を前提として作成しており、上記のような重要な不確実性の影響を中間財務諸表には反映しており

ません。　　　
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【重要な会計方針】

１　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

　　   その他有価証券
　　　　 時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
価は、総平均法により算定)
時価のないもの
総平均法による原価法
 

②　たな卸資産
　　   通常の販売目的で保有するたな卸資産  

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
ａ  商品・貯蔵品

最終仕入原価法
ｂ  製品・半製品・仕掛品

売価還元法
ｃ  原材料

月次移動平均法
 
２  固定資産の減価償却の方法
　 ①  有形固定資産(リース資産を除く)

建物及びチャイナ・オン・ザ・パークの減価償却資産
定額法によっております。

その他
定率法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　 9～39年
構築物　10～50年

 
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
　  当社は、法人税法の改正に伴い、当中間会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい
ては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　  なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。
 
　 ②　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(5年)によっております。

 
③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 
３　引当金の計上基準
  ①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 
②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
　 
③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、中
間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

 
４　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
なお、「仮払消費税等」及び「仮受消費税等」は相殺し、流動負債の「その他」に含めて表示しておりま
す。
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

※１　担保に供している資産及びそれに対応する債務

＜担保資産＞

 

 
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

建物 177,829千円 170,906千円

構築物 7,210 〃 6,649 〃

機械及び装置 2,374 〃 2,628 〃

工具、器具及び備品 828 〃 615 〃

土地 201,946 〃 201,946 〃

合計 390,190千円 382,747千円

 

上記のうち、工場財団設定分

 

 
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

建物 113,522千円 108,637千円

構築物 7,060 〃 6,504 〃

機械及び装置 2,374 〃 2,628 〃

工具、器具及び備品 828 〃 615 〃

土地 94,784 〃 94,784 〃

合計 218,571千円 213,171千円

 

＜担保付債務＞

短期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)及び長期借入金

 

 
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

 1,708,251千円 1,698,493千円

 

※２　関係会社に対する債権

 

 
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

破産更生債権等 168,938千円 166,056千円

 

３　偶発債務

下記のとおり連結子会社の銀行借入等に対し、債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成24年３月31日)
 

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

深川製磁販売㈱ 22,067千円 深川製磁販売㈱ 25,509千円
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４　受取手形割引高

 

 
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

 6,873千円 3,571千円

 

※５　中間会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当中間会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間会計期間末日満期手形が、中間会計期間

末残高に含まれております。

 
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

割引手形 275千円 100千円

営業外支払手形 9,340 〃 　3,353 〃
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 (中間損益計算書関係)

※１　営業外収益の主要項目

 

 
前中間会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

受取利息及び配当金 782千円 780千円

受取家賃 2,848 〃 2,445 〃

貸倒引当金戻入額 3,660 〃 570 〃

 

※２　営業外費用の主要項目

 

 
前中間会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

支払利息 19,716千円 19,333千円

 

３　減価償却実施額

 

 
前中間会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

有形固定資産 15,016千円 12,921千円

無形固定資産 233 〃 151 〃
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

　普通株式(株) 11,741 300 ― 12,041

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加300株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

　普通株式(株) 12,041 500 ― 12,541

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加500株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

 

 

 

EDINET提出書類

深川製磁株式会社(E01132)

半期報告書

53/64



(リース取引関係)

１　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

前事業年度(平成24年３月31日)

 

 有形固定資産
（工具、器具及び備品）

無形固定資産
（ソフトウエア）

合計

取得価額相当額 1,493千円 25,566千円 27,060千円

減価償却累計額相当額 1,493〃 25,566〃 27,060〃

期末残高相当額 ― 千円 ― 千円 ― 千円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

 

当中間会計期間(平成24年９月30日)

　該当事項はありません。

 

 (2)支払リース料、減価償却費相当額

 
 前中間会計期間

(自　平成23年４月１日)
至　平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日)
至　平成24年９月30日)

支払リース料 3,396千円 ― 千円

減価償却費相当額 3,396〃 ― 〃

 

 

(3) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　 減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　 　利息相当額の算定方法

　　　 ・支払利子込み法により算定しております。
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２　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

 前事業年度(平成24年３月31日)及び当中間会計期間(平成24年９月30日)

　① リース資産の内容

・車両運搬具、器具及び備品等であります。

　   ② リース資産の減価償却の方法

　    ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

３　オペレーティング・リース取引

　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

１年以内 472千円 118千円

１年超 ― 〃 ― 〃

合計 472千円 118千円

 

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。
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 (有価証券関係)

前事業年度(平成24年３月31日)

子会社株式は所有しておりません。

 

当中間会計期間(平成24年９月30日)

子会社株式は所有しておりません。

 

 

 (資産除去債務関係)

前事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

資産除去債務の総額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当中間会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

資産除去債務の総額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

項目
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

（１）１株当たり純資産額 △231円24銭 △245円22銭

（算定上の基礎）   

　　純資産の部の合計額　　　　　　　　　　  (千円) △945,315 △1,002,340

　　純資産の部の合計額から控除する金額　　  (千円) ― ―

　　普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額  (千円) △945,315 △1,002,340

　　普通株式の発行済株式数                   (株) 4,100,000 4,100,000

　　普通株式の自己株式数　　　　　　　　　　 (株) 12,041 12,541

　　１株当たり純資産額の算定に用いられた

　　中間期末(期末)の普通株式の数　　　　　   (株)
4,087,959 4,087,459

 

項目
前中間会計期間

(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

（２）１株当たり中間純損失金額 27円24銭 13円87銭

（算定上の基礎）   

中間純損失金額                    　　  (千円) 111,367 56,704

普通株主に帰属しない金額                (千円) － －

普通株式に係る中間純損失金額            (千円) 111,367 56,704

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　 (株) 4,088,001 4,087,816

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

 

 

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(１) 有価証券報告書
　　 及びその添付書類
 

事業年度
(第94期)
 

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日
 

 
平成24年６月28日
福岡財務支局長へ提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

 

平成24年12月21日

深川製磁株式会社

取締役会　御中

 

 

 
乗 田 公認会計士事務所
公認会計士　 乗 田　　 泰　　　　 ㊞

 

 
古 賀 公認会計士事務所
公認会計士　 古 賀　利 洋　　　　 ㊞

 

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる深川製磁株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成24

年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結

財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結

財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

 

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監

査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、私たちの判断により、不正又は誤謬による中

間連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、私たちは、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸

表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれ

る。

私たちは、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、深川製磁株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。

 

強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間末において1,020,259千円の債

務超過になっており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由に

ついては当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な

不確実性の影響は中間連結財務諸表に反映されていない。

当該事項は、私たちの意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 ※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２　中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

 

平成24年12月21日

深川製磁株式会社

取締役会　御中

 

 

 
乗 田 公認会計士事務所
公認会計士　 乗 田　　 泰　　　　 ㊞

 

 
古 賀 公認会計士事務所
公認会計士　 古 賀　利 洋　　　　 ㊞

 

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる深川製磁株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第95期事業年度の中間会計期間(平成24年

４月１日から平成24年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表

を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中

間監査の基準は、私たちに中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手

続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、私たちの判断により、不正又は誤謬による中間財

務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

私たちは、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と

有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

私たちは、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、深川製磁株式会社の平成24年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成24年４月１

日から平成24年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間会計期間末において1,002,340千円の債務超

過になっており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由につい

ては当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性

の影響は中間財務諸表に反映されていない。

当該事項は、私たちの意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 ※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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